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1．心理学成立の背景

1－1．心理学誕生以前　－　古代ギリシャ時代から連合心理学まで
心理学は、英語で“psychology”である。“psycho”は「心」を意味するギリシャ語のpsyche＝プシュケが語源であり、“logy”は「学問」を意味するlogos＝論理が語源となっている。つまり、心理学は「心の学問」を意味する。現代心理学の源流は、ギリシャ哲学にあると言われており、プラトン（Platon,427-347 B.C.）は、経験によって2つの観念が互いに連合する（恋人がいつも用いている竪琴や衣装を見ると、恋人を思い起こす＝連合による記憶の想起）と考えた。次にアリストテレス（Aristoteles,384-322 B.C.）は、すべての実体は、質量と形相からなっていると主張し、生物は質量としての身体と形相としての精神から成り立つと考えた。そして、精神は植物、動物、人間の3層に分けられ、人間の精神は思考の能力を持っていることに特徴があるとしている。アリストテレスの著、「精神論（デ・アニマ）」は最初の心理学の書とされているが、その後の心理学への影響は17世紀の西洋哲学まで時を待つことになる。フランスのデカルト（Descartes,1596-1650）の有名な言葉、「我思う、故に我あり」とは、一切を疑ったのち、疑っている事実と疑っている自分がいる事実が存在し、その疑っている自分の存在は疑いようがない事実であるとして認めることを出発点として、心身二元論を提唱し、観念の起源に関しては生得説（nativism）の立場をとった。
一方、17、18世紀にかけてイギリスでは、人間の心的活動が生得的な能力に基づくのではなく、経験に基づいて行われると主張する経験論（empricism）哲学が起こった。特に、ロック（Locke,1632-1704）は、「人の心は本来白紙（タブラ・ラサ　tabula rasa）」であり全ての観念は経験によって与えられると唱え、観念の連合についても論じている。この立場は、連合心理学（association psychology）と呼ばれ、今日の心理学に明確な影響を与えている組織的な研究活動の最初の学派であり、複雑な観念（記憶、感情など）は簡単な要素（単純観念）の連合である、という考え方に基づいている。つまり、連合心理学は、観念や感情といった精神作用は、生まれながらにして持っているものではなく、人は本来白紙の状態で生まれてくるという考え方に基づき、さまざまな経験によって得られた単純観念と単純観念の連合によって複合観念が生じると考える。例えば、「夏」という言葉を聞いて、目の前一面に広がる海が結びつき、友人と海に行って楽しかった記憶が映像として思い起こされるなど。

1－2．隣接諸科学からの影響－精神物理学（psychophysics）
16～17世紀の物理学の発展に加えて、19世紀初頭には実験科学としての生理学が発展し、心理学に関係のある領域での研究が進展し始めていた。また、生物学の領域からは、ダーウィン（Darwin,1809-1882）の進化論が心理学に影響を与えている。このような隣接諸科学の発展の中でも、科学的心理学への道を開く点で特に貢献した学問が、精神物理学である。精神物理学とは、19世紀半ばにライプチヒ大学のフェヒナーによって提唱された学問名称である。フェヒナーによると、精神物理学とは、「身体と精神との関係に関する精密理論」とされ、「物理学と同様に、経験と経験事実の数学的結合に基づかなければならない」とされた。それ故、フェヒナーの精神物理学は、心理学が科学的学問として独立するための出発点となる学問である。
1－2－1．ウェーバーの法則（Weber’s law）
ライプチヒ大学のウェーバー（Weber,1795-1878）は、触覚と運動感覚に関する一連の実験的研究を行った。
＜触覚＞

皮膚上の2点を針状のもので同時に触れた時、2点と感じられる最短の距離を測定し、身体の部位によって弁別閾（difference threshold）が異なることを実験で示した。
＜運動感覚＞

2つの物の重さを比較する場合、最低どの程度の差異があればその差に気付くのかという、重さの弁別閾（※1丁度可知差異：just noticeable difference）の実験を行っている。
☛例えば、2つの物を両手に持つに当たって、片手には重さ80g（I）の物に持つのに対して、もう片手は82gの物ならその差に気付くことが出来るとする。この場合、弁別閾（∆I）は2gとなる。120g（I）を持つ場合は、123gでなければその差に気付くことが出来ない。弁別閾（∆I）は3gである。160g（I）に対しては164gで弁別閾（∆I）は4g、200g（I）に対しては205gで弁別閾（∆I）は5gとなる。ここで各々の弁別閾の値は異なるが、Iに対する弁別閾（∆I）の比をとってみると、80：2、120：3、160：4、200：5、と全て同じ値、1∕40になる。
☟
このように、弁別閾ともとの刺激の重さとの比はほぼ一定の値　＜∆I∕I＝一定＞　をとることが示された。これがウェーバーの法則（Weber’s law）であり、求められた比はウェーバー比（Weber ratio）と呼ばれる。
※1　重さの弁別閾を測定する方法として「丁度可知差異法」という方法がある。この方法は、フェヒナーが弁別閾の測定に使用された方法を3種に分類した内の1つである（他は、※2当否法、※3平均誤差法）。同量の錘を両手に持ち、同じ重さと感じてもらう。次に被験者から見えないところで一方の錘を僅かに減らして、もう一度比較させる。被験者が重さの違いに気付かなければ、気付くまで錘の量を減らしていき、初めて重さの差に気付いた値を記録する。次に、明らかに重さの違いが感じられる重さの関係から始めて、初めて重さの差に気付かなくなる値を記録し、その平均値を弁別閾とする方法。
※2　当否法とは、数段階の重さの比較刺激をあらかじめ用意しておいて、それらを被験者にランダムの順に繰り返し多数回提示して、標準刺激と比べどの比較刺激が重いと判断するかの頻度を調べ、その頻度を基に弁別閾を測定する方法である。現在では、恒常法（constant method）と呼ばれる。

※3 平均誤差法とは、被験者に標準刺激と同じ重さになるように比較刺激の重さを調整するように求める手法である。同じ課題を数回繰り返すことによって被験者が主観的に同じと思った重さの値が求まり、各試行における調整値の誤差の平均値を弁別閾とする。現在では、調整法（method of adjustment）と呼ばれる。
1－2－2．フェヒナーの法則（Fechner’s law）
フェヒナー（Fechner,1801-1887）の基本的な考え方は、精神と身体の関係について、物理学と同様に経験的事実を数学的に明示するべきであるというものであった。フェヒナーの法則（Fechner’s law）とは、「感覚の大きさ（E）は刺激の強度（I）の対数に比例して増大する」というものであり、＜E＝K log I（Kは定数）＞で示される。
☛例えば、ある部屋を多数の同じ大きさの電球で照明する場合、それらの電球を1個ずつ点灯していったとする。部屋の物理的照度は、電球の個数に比例して増大する。1個、2個、3個と次第に点灯する電球の数が増加すると、照度もそれに応じて等しく増大していく。ところが、人の感じる明るさはそれに対応しない。人は、1個から2個へ電球が点灯した時は、明るさが増大したと感じるが、2個から3個へ、3個から4個へと増大した時には、あまり明るさの変化は感じない。電球1個の点灯の増加に伴って感じられる明るさの増加は、次第に減少していき、ついには変化に気付かないようになる（例えば、100個の電球の点灯から101個目の点灯）。

一方、1個、2個、4個、8個という具合に、倍々に電球を点灯させたとする。照度はこれに比例して、等比級的に増加する（電球1個の明るさを10と仮定すると、電球の数：電球の明るさは1:10の比率となるため、2個の場合は明るさは20、4個の場合は40となる）が、人が感じる明るさは等差級的に増加する（電球1個の明るさを10と仮定すると、電球2個で明るさは20、電球4個で明るさは30、電球8個で明るさは40）。

1－2－3．スティーヴンスの法則（Stevens’ law）

スティーヴンスは、感覚の直接的な量判断を被験者に求めるマグニチュード推定法（method of magunitude estimation）を用いて、フェヒナーの法則に代わるものを作ろうとした。スティーヴンスの法則は、「感覚の大きさ（E）は刺激強度（I）のベキ関数に比例する」というものであり、＜E＝aIb（a,bは定数）＞の式で示される。a、bの定数は、感覚の種類と個人によって変わる。例えば、1つの標準刺激（明るさや線分の長さ）を「10」とした場合、それに対する比較刺激の比率を数値で答えてもらう方法で、半分に感じるものであれば「5」、2倍に感じるなら「20」という数値を被験者は答えることになる。これを、スティーヴンスの法則と呼ぶ。
2．心理学の独立

2－1．ヴントの心理学

ヴント（Wundt,1832-1920）はイギリスの経験論哲学で取り上げられた心理学的諸問題を生理学者の目で直視し、心理学を従来の哲学的な学問から独立した学問へと導いた。

☛　教育制度上…
ライプチヒにおいて世界で最初の心理学実験室が公認された1879年が心理学の独立の年とされている（実験室等が完備された研究室が出来上がったのは1896年である）。

☛　学問体系上…

心理学を形而上学（抽象論のこと…神論、霊魂論など）から切り離して経験科学であるとしたことと、心理学の研究対象を直接経験と規定したことである。直接経験とは、各人が直接に経験すること、すなわち、意識（conciousness）を指す。
ヴントは心理学の課題として・・・
①意識がいかなる心的要素から成り立っているかを分析してその要素を見出すこと
②これらの要素の結合の仕方を見出すこと
③結合の一般法則を明らかにすること　　　　　　　　　　　の3点を挙げている。
ヴントはこの意識を研究対象とするには、自分自身で自分の意識を観察しなければならないとした。その方法として提唱した自己観察法が内観法（introspection）と呼ばれる。ヴントは内観により、客観的要素としての純粋感覚、主観的要素としての簡単感情（単一感情）を心的要素として見出し、それらの結合によって種々の心的複合体が出来ていると考えた。
☟
以上のような立場は、ティチェナー（Titchener,1867-1927）らに継承され、構成主義（structurism）、または構成（主義）心理学（structural psychology）と呼ばれている。構成心理学という言葉は、ヴントの概念を展開したティチェナーが、自身の体系の特徴を示すために、ジェームズ（James,W.）から借用した名称である。
しかし、このヴントの学問的立場そのものは、その後の心理学に影響を与えることは少なかった。そのため、ヴントの心理学への貢献は、以下において評価されている。
①心理学を独立した学問として確立したこと
②イギリスの経験論学者、隣接諸科学の研究者によってなされてきた心理学的研究の成果を集大成したこと
③世界各地から集まった多くの心理学者を教育したこと
2－2．ジェームズの心理学

アメリカのジェームズ（James,1842-1910）はヴントと同じく、意識主義の心理学者であり、内観を信頼できる方法として採用している。しかし、ヴントの構成主義心理学の目的が意識内容の構造を分析しその構成内容を明らかにすることに対して、ジェームズの心理学は意識の役割や機能を明らかにしようとする機能主義心理学（functional psychology）といわれる立場に立っている。換言すると、構成主義が、意識とは「何から構成されているか、つまり、いかなる要素から成り、それがどのように構成されているか」、を問うのに対し、機能主義は、意識は「どのような機能があり、なぜ、いかにして現在の状態にあるか」を問う。
機能主義心理学の主要な研究課題は、環境への適応という観点から意識を説明することであり、初期においてはその研究方法は内観法が主であったが、後に行動の客観的観察に比重が高まった。そのため、機能主義心理学は、行動を研究対象に含むようになるが、同時に内観法以外の方法論も柔軟に取り入れたため、動物、児童、知的障害者といった一般成人以外の研究をも心理学の体系に取り組むことを可能にした。特に動物行動の研究は、ワトソンの行動主義の母体となっている。

2－3．ワトソンの心理学

ワトソン（Watson,1878-1958）は、ヴントやジェームズの意識主義心理学は内観法を用いた主観的観察法であり科学的方法として認められないとして、心理学を実証可能な自然科学の一分野にするためには客観的観察が可能な「行動」を観察しなければならないとした。ワトソンは、この立場を行動主義（behaviorism）と呼んでいる。行動とは、感覚刺激に対して生じる反応としての筋肉や腺の活動の総称である。また、ワトソンは、反応（R）には、外部から直接観察できる顕在的な反応と、特殊な手段によらなければ観察することが出来ない身体内部の筋肉や腺などの活動の2種があるとしている。すなわち、行動とは、外界の刺激（S：stimulus）と生体の反応（R：response）の総称を指し、刺激から反応を予測できるような「行動の法則」を確立し、行動を予測・制御することが心理学の目標となる。このため、ワトソンの行動主義心理学はS－R心理学とも呼ばれる。

2－4．ゲシュタルト心理学

20世紀初頭、ドイツではそれまでの心理学、特にヴントの要素主義心理学、構成主義心理学を否定する運動が起こっていた。その運動の中で、ゲシュタルト心理学（Gestalt psychology）は、ウェルトハイマー（Wertheimer,1880-1943）を創始者としてドイツで誕生した。ゲシュタルトとは、「形態」や「姿」を意味する言葉であるが、ここでは、要素に還元できないまとまりのある1つの全体がもつ構造特性を意味する。

ゲシュタルト心理学は、ウェルトハイマーが仮現運動（apparent movement）に関する研究論文を発表した1912年に端を発する。この研究は、ケーラー（Köhler,1887-1967）、コフカ（koffka,1886-1941）の協力を得て、理論化がなされた。
また、ゲシュタルト心理学の特長として、実験現象学（experimental phenomenology）に立脚した研究方法を取り入れた点がある。実験現象学的研究は、知覚現象を観察する際に、自然な態度でその現象をあるがままに捉え、記述するものである。その代表的な例として、ルビン（Rubin,1886-1951）が行った図と地の分化の研究が挙げられる。また、ウェルトハイマーの群化の法則（law of perceptual grouping）なども実験現象学的手法に基づくものである。ゲシュタルト心理学の研究は、知覚に関する研究領域のほかに、記憶、思考、発達、社会行動の領域にも広がり、現代心理学の発展に影響を与えている。

2－5．学派対立の時代
ヴント以来の科学的心理学の歴史を概観すると、最初のヴントの意識主義心理学以降、各学派は先行の学派を後続する学派が批判し、論争するという形で現れている。

ヴントが意識を心理学の研究対象として捉えた意識主義心理学が確立されたが、ヴントを中心とした構成主義心理学とジェームズによる機能主義心理学の対立が見られる。

☟
そして、対立を包含した意識主義が、ワトソンの行動主義の提案によって心理学の対象から意識を全面的に排除するという形で否定される。
☟
ワトソンの行動主義が、基本的には要素主義であったことから、ヴントの心理学と共に全体観的心理学であるゲシュタルト心理学に批判を受ける。
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図．学派の対立図
3．現代の心理学

3－1．精神分析学（Psychoanalysis）
精神分析学は19世紀末にウィーンの精神科医であるフロイト（Freud,S.,1856-1939）によって提唱された。フロイトが、ヒステリー研究の中で最初催眠法を、後に自由連想法を用いて精神疾患の診断、治療を試みている過程で樹立した体系である。精神分析学は、人間の行動には必ず原因があるという心的決定論（psychic determinism）を前提としている。そしてフロイトは、精神界は意識・前意識・無意識の3層からなるという局所論（topographical theory）を考えた。意識とは、心的現象として直接経験していること、あるいは、自己経験として感じることの出来る領域である。前意識とは、普段は意識されていないが、意識しようとすればいつでも意識化できる領域である。無意識とは、意識したくない願望や本能的衝動を抑圧し、意識下に置くための領域である。

更にパーソナリティは、イド（id：エス）・自我（ego）・超自我（super ego）から形成されるという構造論（structural theory：心的装置論、第2の局所論）を提唱している。イドは、無意識的な本能エネルギーであるリビドー（libido）の源泉であり、快楽原則（pleasure principle）に従い、純粋に快楽を求め不快を避ける働きを持つ。自我は、現実原則（reality principle）に基づき、抑圧などの防衛機制を用いることによって、人間の行動を外界現実の制約に適合させるように機能する。イドの本能的衝動と超自我の道徳的要求を、外界の現実的制約に合わせて調整し、よりよい適応を図る働きを持つ。超自我は、倫理や良心、道徳にあたる心的装置である。イドの本能的衝動を禁止し、自我の機能を道徳的な方向に誘導する機能を持つ。超自我は、幼児期における両親からのしつけ、教育などの社会道徳を個人の中に内在化するものであり、自我から分化して形成される。
精神分析学は、当時の心理学からは独断的、非科学的と批判され受け入れられなかった。しかし、ヴントの意識主義心理学に対して意識のみを研究することの限界を示し、また、パーソナリティの研究や臨床心理学の発展に貢献するものとなっている。

3－2．新行動主義（neo-behaviorism）
常識的な科学観においては、科学は客観的に観察できる対象を取り扱うものとされている。ワトソンの行動主義においても、客観的に観察可能な筋肉や腺の活動を要素とする行動を心理学の対象とすべきであって、客観的観察の不可能な意識は科学の対象になりえないとされている。したがって、心理学を科学とするためには、意識を心理学の対象から排除すべきであるとワトソンは主張した。
☟
しかし、このような常識的科学観を否定し、客観的科学観の基礎を与える考え方が、ブリッジマン（Bridgman,1882-1961）によって提出された。彼は、科学の概念は、「測定」といった具体的操作によって定義されるべきであると考えた。例えば、重さの概念は重さを測定する操作によって決まる。つまり、同じ重さであっても、それを測定する操作が異なれば、異なった概念であるから、それらの異なった概念を結びつける別の操作が必要となる。

Ex）ある物の重さを測定するときに、ある物が「体重計」には乗せられないが「天秤」には乗せられる場合。ある物の重さを「おもり」を用いて天秤で測定し、「おもり」を「体重計」に乗せることである物の重さを測定する。ある物の重さと体重計に表示される重さは異なった概念（いくつかのおもりと○kg）であるため、この異なった概念を結びつける操作（おもりを体重計に乗せる）が必要となる。

この考え方は後に、操作主義（operationism）といわれ、科学の直接取り扱うものは、具体的操作によって得られた構成概念であるとされた。
☟
このような論に従えば、ワトソンが意識を排除する理由がなくなる。なぜならば、主観的概念とされていた意識も、具体的操作を規定することによって、客観的な科学的概念となるからである。

Ex）意識を測定する方法としての質問紙検査法や知能を測定する方法としての知能検査法。
☟
そして、この操作主義の考え方を基に、ワトソンの行動主義を超える理論が展開される。それが新行動主義（neo-behaviorism）である。
トールマン（Tolman,1886-1959）はゲシュタルト心理学の影響を受けた新行動主義の1人である。彼は、行動を筋肉や腺などの生理学的反応の総和によって定義されるもの以上のもの、すなわち、生活体の環境への行動を目的をもったものとして捉えようとした。これは、ワトソンのS－R心理学の図式と異なり、刺激と反応の間に生活体（organism）を考慮に入れたS－O－R心理学の図式を採用している。また、トールマンは、ネズミを用いた迷路学習の実験を行っている。ネズミは、迷路を探索しているうちに迷路全体の認知地図（cognitive map）を形成する。認知地図は、我々が目的地にたどり着く際に頭の中で作られた地図を手掛かりにするようなものであり、目に見える形では直接現れない認知過程に生じる学習と考えられており潜在学習と呼ばれる。そして、ネズミは迷路という刺激とえさという目標の関係を知識として獲得する。この時、刺激は目標への期待を生じさせるサイン（sign）となる。つまり、生体はさまざまなサインを学習することによって、環境をさまざまな目標を指し示すサインの集合体、すなわち、サイン・ゲシュタルトとして捉えるようになる。その結果、生体は環境に対する認知地図を形成していく。このようなトールマンの立場は目的論的行動主義（purposive behaviorism）と呼ばれる。
ハル（Hull,1884-1952）は、刺激と反応を1対1に対応するものとは考えずに、刺激と反応の間に、動因などの仲介変数を仮定した。つまり、学習はある刺激に対してある反応が起こり、それが動機を軽減するのに役立って初めて生じるとする反応学習の立場をとる（例えば、刺激に対する反応を行うと食欲が満たされ、食動因が減る）。これを、動因低減説（drive reduction theory）という。
スキナーは、外的刺激によって誘発される反応をレスポンデント（respondent）、一方、そうした刺激を指摘しにくく、生活体の側から自発すると思われる反応を、オペラント（operant）と呼び、生活体の行動の多くはこのオペラントであることから、オペラント反応を中心とする条件付けの研究を行っている。
☟
トールマン、ハル、スキナーを中心とした新行動主義は、1960年代後半から認知心理学に引き継がれていく。
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　5－1．家族心理学に関する用語

1．社会心理学

人間は社会的動物と言われている。集団や社会を形成し、その中で育ち、生活している。我々は１人で生活していくことは困難である。現実に我々は家庭、学校、職場、地域社会などで様々な集団や仲間を形成している。このような生活場面では人間関係が大切となる。この人間関係の心理を扱っているのが「社会心理学」である。

2．対人認知

初対面の人に会った時、まず顔や体つき、服装や仕草さなど外見が目に入る。このような相手についての言葉によらない情報を非言語的手掛かりという。非言語的手掛かりだけでも、相手がどのような人で自分に好意を持っている人かどうかを推測することが出来る。更に、会話をすることで学校や職業が分かり、その人に対する印象も得られる。このように、自分が周囲の人間と関係を形成していくには、まずその人達がどういう人で、何を考えている人なのかを知ろうとする。これを対人認知という。対人認知の概念としては、印象形成とステレオタイプがある。

2－1．印象形成

ある人物に対する断片的な情報（例えば、「勤勉な」「器用な」「眼鏡をかけている」）から、その人に対してまとまりのある全体像を作り上げる過程を印象形成（impression formation）と呼ぶ。印象形成に関して最初に体系的な研究を行ったのがアッシュ（Asch,S.E.）である。以下にアッシュの実験の概要を述べる。

＜実験＞

アッシュはある人物の性格特性を記述したリストを被験者に提示し、その人物に対する印象について質問した。ある被験者のグループには、

「知的な－器用な－勤勉な－暖かい－決断力のある－実際的な－用心深い」

という7つの形容詞のリストを提示し、もう1つの被験者のグループには、

「知的な－器用な－勤勉な－冷たい－決断力のある－実際的な－用心深い」

のリストを提示した。これら2つのリストは、「暖かい」と「冷たい」の部分が異なっているだけであるが、作り上げられた印象は前者の方が好意的なものであった。アッシュは、この「暖かい」と「冷たい」という単語が核となり、これを中心にして他の単語が体制化されて全体的な印象が形成されると考えた。これらの特性を中心特性（central trait）という。一方、「暖かい」「冷たい」の代わりに「礼儀正しい」、「無愛想な」という形容詞を入れる場合には、形成される印象に大きな違いは見られなかった。このように、印象形成の過程にあまり影響を及ぼさない特性を周辺特性（peripheral trait）という。

また、別の実験で、「知的な－勤勉な－衝動的な－批判的な－嫉妬深い」というリストを提示されたグループの方が、同じリストを逆から提示されたグループよりも好意的な印象を形成することが明らかになった。これは初頭効果（primary effect）と呼ばれ、リストの最初にある特性が後続の特性の意味を変容させてしまうことによるとされた。ただし、その後の研究で、ある条件のもとでは、リストの最後の項目の方が大きな影響を及ぼす新近効果（recency effect）が生じることも明らかにされている。また、印象形成の1つで、相手に対して好意的な印象を抱いていると、その人のどのような属性にも好意的な判断をしてしまうことを光背効果（halo effect：ハロー効果、後光効果）という。これは、下記のステレオタイプ的な認知に基づくものでもある。

また、ローゼンタール（Rosenthal,R.）は、実験者が教師にある特定の生徒の学習成績が今後伸びると教師に伝えることで、意識、無意識的に教師がその生徒に期待をかけるようになり、期待をかけた生徒とそうでない生徒で成績の伸びに明らかな違いが生じることを実験で示した。このように、人間は期待された通りの成果を出す傾向があることをピグマリオン効果（pygmalion effects：教師期待効果）と呼ぶ。

2－2．ステレオタイプ

他人についての認知をする時に用いられる方法として、その人の性別、年齢、職業といった目につきやすい特徴を利用する方法がある。このような外見、性別、年齢、職業などの表面的な特徴によって人を分類し、このような分類が人の特性を判断するのに効果的であるという信念、そしてその分類された集団のメンバーが全員同じように一連の特性を全て持っているという信念をステレオタイプ（stereo type）という。ステレオタイプの例としては、「体格によって性格は違い、痩せている人は神経質で、太っている人は陽気」、「性によってものの考え方は違い、男性は理性的で女性は感情的」、「働き方は民族によって違い、特に日本人は勤勉」などが挙げられる。ステレオタイプは、多くの場合、個人的なものではなく、社会や集団で共有されている。しかし、ステレオタイプは、信念であって、必ずしも正しいとは限らない。上に挙げた例においても必ずしも人の内的な特性を反映しているとは限らないからである。

3．態度

3－1．態度の形成と構造

我々の社会的行動は、その対象に対して抱いている態度によって決定される。態度は、「対象や状況に対する選択的で、しかも固有な反応を方向付けるある程度持続的な準備体制」と定義される。例えば、選挙の時に誰に投票するか、自動車は何を買うのか、などを決めるのが態度である。このような態度を形成するに当たって、クレッチ（Krech,D.）らは、次のような要因が関係するとしている。

①個人の欲求
欲求を満たしてくれる対象には好意的な態度を持ち、反対に欲求の充足の妨げになるような対象には非好意的な態度を持ちやすい。

②情報

直接に接触したことがない対象についても、間接的に得られた情報に基づいて態度が形成される。そのための情報は新聞・テレビ・インターネットなどさまざまな媒体を通じて与えられる。

③所属集団

同じ集団に所属している人々は、同じ情報を受け取ることが多く、また集団の中では一定の価値観・信念・規範がメンバーによって共有されているので、類似した態度が形成されやすい。

④個人の性格傾向

同じ対象に対して異なった態度が形成されるのは、個人の性格傾向が異なるためである。

また、態度の構造に関して、ローゼンバーグとホブランド（Rosenberg＆Hovland）は、態度は3つの要素からなると考えた。認知的要素は、「良い－悪い」「望ましい－望ましくない」を、感情的要素は、対象に対する「好き－嫌い」、「快－不快」を、行動的要素は、「接近－回避」「所有－排除」をその内容としている。これらは、相互に関連して好意的、または非好意的な態度として体制化されているため、ある対象に対するこの3つの成分は一貫して同じ方向に向かう傾向がある。例えば、対象が認知的に「望ましい」と判断されれば、好意的な態度を抱くようになって、感情的にもその対象を「好き」になり、行動的にも「接近」するようになる。また、異なった対象に対する複数の態度間の構造に関する理論もあり、それが認知的斉合性理論である。

[image: image1.emf]
図．態度の3成分（金城辰夫監修：図説現代心理学入門［三訂版］ p.17 培風館 2006による）

3－2．認知的斉合性理論
個人のある態度対象に対する認知要素間に斉合性がなければ、そうした事態は個人にとって不快な状態であり、心理的緊張をもたらすことになる。こうした緊張状態を解消するためには、斉合していないいずれかの認知を改めて斉合性を保とうとするために、その結果として態度変容が生じると考えられている。こうした考えを基本とする態度変容モデルを総称して、認知的斉合性理論（cognitive consistency theory）と呼んでいる。以下では、その代表的なハイダーのバランス理論、フェスティンガーの認知的不協和理論を挙げる。

3－2－1． バランス理論

態度の変化を説明する理論として認知的斉合性理論があり、その１つにハイダー（Heider,F.）が提唱したバランス理論（balance theory：均衡理論、P‐O‐X理論）がある。これは、「認知者（P）と他者（O）」などの二者関係、「認知者（P）と他者（O）と事物（X）」などの三者関係を人がどのように認知するかを扱うものである。ハイダーは、このような対人関係の認知がその中に含まれる要素間の不均衡を避け、均衡に向かおうとする傾向があるという基本的な仮説に基づいてバランス理論を説明している。

　

例えば、私（P）がOさんに好意をもっており（P→Oが＋）、私もOさんもテニス（X）を好きならば（P→X、O→Xが＋）、そのシステムは均衡していることになる。しかし、私（P）はOさんに好意をもっており（P→Oが＋）、Oさんは犬（X）を好きで何匹も飼っているが（O→Xが＋）、私は犬が嫌い（P→Xが－）という場合は認知的に不均衡な状態となる。

☟
ハイダーのバランス理論によれば、認知的に不均衡な状態は、認知者に葛藤やストレスを生じさせる不快な事態として経験されるために、何らかの形でシステムを均衡に保とうと働く。その均衡回復の方法は、システムが均衡するように認知を変えることである。

☟
例えば、

　①私が犬を好きになる（P→Xを＋）

　②Oさんを嫌いになる（P→Oを－）

　③Oさんは犬を好きではないと認知する（O→Xを－）である。

このように、ハイダーのバランス理論によれば、3つの符号の積がプラスになる（全部プラスか、マイナスが2つ）場合には、自分（P）の認知は均衡の状態にある。また、3つの符号の積がマイナスになる（全部マイナスか、マイナスが1つ）場合には不均衡の状態となる。

[image: image2.emf]
図．バランス理論（重野純編：キーワードコレクション心理学 p.335 新曜社 1994による）

3－2－2．認知的不協和理論

認知的不協和理論（cogntive dissonance theory）とは、フェスティンガー（Festinger,L）によって提唱された理論である。これは、ハイダーのバランス理論と類似しているが、ハイダーのバランス理論はより対人関係に焦点づけた理論となっており、それよりも更に包括的な理論となっている。この理論では、様々な対象（他者、出来事、環境、自分自身、観念など）に対して我々がもっている知識・信念・意見を「認知要素」と呼ぶ。フェスティンガーはこの「認知要素」を基に以下の基本仮定を設定している。
①この認知要素間の関係に矛盾がある場合（不協和事態）にある種の緊張状態に陥る。

②更に、人はこの不快な緊張状態を低減して矛盾のない協和な状態にしたり、不協和を更に増大させるような情報を積極的に回避したりする。

例えば、喫煙者にとっては「喫煙は健康を害する」という認知と「自分は煙草を吸う」という認知は不協和な関係にあるが、この不協和を低減させる方法としては以下のものがある。

①不協和な関係にある認知要素の一方を変える（禁煙を実行する）。

②不協和な認知要素の重要性を低める（いつ死ぬかわからない）。

③協和的な認知要素の重要性を高める（緊張を解消してくれる）。
④協和的な認知要素を付加する（煙草を吸い続けても元気な老人がいる）。

⑤不協和な認知要素を否定する情報を集める（喫煙と肺癌の関係の否定記事を読む）。
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図．認知的不協和理論

3－3．説得による態度の変化

もしあなたが原発に反対しているとしたら、原発に賛成している人に原発の危険性についての様々な情報を伝えて、その人の意見を変えようとするかもしれない。また、相手も原発の必要性や安全性についてあなたに伝えることで、あなたの意見をかえようとするかもしれない。このように、相手の態度を変化させる目的でメッセージを送ることを、説得的コミュニケーション（persuasive communication）という。説得的コミュニケーションの効果は、送り手、メッセージの内容、受け手の性質によって左右される。この点に関して、説得的コミュニケーションの送り手が受け手に対して持つ威信の程度、つまり、情報源としての信憑性の高さが態度変化を規定する重要な決定因となっている。情報の信憑性は、受け手の側から見て、問題となっている分野についてどの程度専門的知識を持ち、また人間としてどのくらい信用できると判断されたかによって決まってくる。

＜実験＞

例えば、抗ヒスタミン剤について全く同じ内容のメッセージが、ある2つのグループの一方は専門的な医学の学術誌、もう一方は、大衆月刊誌からの情報として提示される場合、情報源の信憑性が高いほどその情報の妥当性が高いとみなされ、態度に強い影響を与えるという結果が得られている。更にメッセージを受け取った直後と4週間後の態度の変化の大きさについての比較を行った結果、信憑性の高い情報源からのメッセージを受け取ったグループは、時間の経過と共に態度変化の大きさは小さくなり、反対に信憑性の低い情報源からのメッセージを受け取ったグループでは、態度変化が大きくなっていた。

これは情報の内容自体が本来もっている説得効果が時間経過とともに発現したためである。つまり、コミュニケーション直後では、情報内容の説得効果が送り手の信憑性の高さによって影響を受け、信憑性が高ければその分だけ効果的になり、低ければその分効果が弱められる。しかし、時間経過と共に情報内容の持つ説得効果が目を覚まし、情報源の信憑性の高さに関係なくその本来の効果を発揮するようになる。これを説得的コミュニケーションのスリーパー効果（sleeper effect）と呼んでいる。
4．集団

集団とは、「2人、またはそれ以上の人々から構成され、それらの人々の間に相互作用やコミュニケーションが見られ、何らかの規範が共有され、地位や役割が成立し、外部との境界を設定して一体性を維持している人々から成立する社会的システム」と定義される。例えば、家族、友達グループ、クラブ、学級、職場などは相互作用があり集団となるが、バス停で一緒にバスを待っている人は相互作用がないため、集団とならない。以下では、集団の影響、集団規範として準拠集団、同調と服従について述べる。

4－1．集団の影響

集団の中では、人は気付かないうちに周囲の他者に影響を与え、また気付かないうちに周囲の他者に影響を受けているという場合がある。例えば、何か仕事をする時でも、誰か他の人と一緒に仕事をしたり、誰かが見ているというだけでも作業がはかどることがある。このように、他者の存在が作業成績を向上させることを社会的促進（social facilitation）という。しかし、人がいれば常に社会的促進が起こるというわけではなく、場合によっては作業成績が低下することもある。これは、社会的抑制（social inhibition）と呼ばれ、作業が十分に訓練され、いつも通り実行すれば良い場合には、他者の存在は作業効率を促進するが、作業が修得前の訓練段階にある場合には、逆に作業効率を抑制してしまうと考えられている。例えば、アマチュアのスポーツ選手が大勢の観客の前に出ると、練習の半分の力も出せないという現象がこれに当たる。また、1人で何らかの作業をするときに比べ、複数のメンバーで作業を行うときに、メンバー1人当たりの作業量が低下することがあり、これを社会的手抜き（Social loafing）と呼ぶ。

4－2．集団規範

集団が活動を続けていくと、その集団の成員がどのように行動すべきかの基準が形成されてくる。このように集団成員が共有する行動の許容範囲や枠組みのことを集団規範（group norm）と呼ぶ。

　4－2－1．準拠集団

個人の意見、態度、判断、行動などの基準となる枠組みを準拠枠といい、この枠組みを提供する集団を準拠集団（reference group）という。多くの場合、家族、職場、学校、サークルなど、人が実際に所属している集団、つまり所属集団が準拠集団となっている。しかし、準拠集団は必ずしも所属集団である必要はなく、自分が過去に所属していた集団、所属することを望んでいる集団など、現在自分が所属していない集団であっても、態度形成や判断に影響を与えることがある。ケリー（Kelley,H.H.）によると、準拠集団が果たす機能は2つに分類される。1つは、個人に対して規範を設定しそれに従うことを強制する規範的機能（normative function）と、個人が自分自身や他者を評価する際のチェック機能となる比較機能（comparison function）である。
　4－2－2．同調と服従

集団が形成されている場合、個々の成員の行動や考え方は他の成員の存在によって影響を受けると同時に、同じ集団に所属している成員同士の間で、次第に態度が類似してくる傾向がある。これは我々がある集団に所属した結果、その集団の成員として期待される役割や規範を満たすように態度を変化させるためである。このように個人の態度を集団成員として期待される方向に変化させようとする心理的な力を集団圧力と呼び、集団圧力によって態度が変化することを同調（conformity）という。同調は圧力が解除されたときに消失する一時的現象である場合もあるが、内在化されて永続する場合もある。また、孤立化の恐れや報酬の期待が同調行動を促進することがある。大義名分の下に他者を処罰するという状況を想定したミルグラムのアイヒマン実験は、我々の内にある権力への服従の可能性と残虐性を指摘するものである。
[image: image4.emf]
図．アッシュの同調実験（山内弘継ら監修：心理学概論 p.360 ナカニシヤ出版 2006による）

4－3．リーダーシップ

リーダーシップとは、集団目標の達成を意図した、ある集団成員から他成員への影響の試みのことを指す。この影響の試みが他成員に受け入れられるとリーダーシップは成功であり、リーダーシップが比較的成功しやすい成員がリーダーと呼ばれる。リーダーシップの研究の初期には、リーダーの個人特性を追及する特性論的アプローチが主であったが、歴史上の優れたリーダーと呼ばれる人たちの共通した性格特性を見出すことは困難であった。その中で、三隅二不二は、リーダーシップの機能が目標達成機能と集団維持機能の2つに分けられるとし、PM理論を提唱した。また、リーダーシップが発揮されるのは、それぞれの状況によって異なることに着目したフィードラー（Fiedler,F.E.）が状況即応モデルを提唱した。

4－3－1．PM理論

三隅は先行研究から見出されたリーダーシップの2機能、集団目標の達成を促進する目標達成機能と、集団のまとまりを維持し強化する集団維持機能から、リーダーシップをパフォーマンス（P）機能とメンテナンス機能（M）に分けて考えている。これがPM理論（PM theory）と呼ばれる。そして集団の生産性は、両機能を高度に発揮するPM型リーダー、パフォーマンス機能だけが強く発揮されるP型リーダー、メンテナンス機能だけが強く発揮されるM型リーダー、両機能が弱いpm型リーダーによって変化し、PM型リーダーからこの順に生産性が低くなる（PM型＞P型＞M型＞pm型）ことが示されている。また、成員の動機付けの高さや集団の凝集性の高さは、PM型＞M型＞P型＞pm型の順になるとしている。
4－3－2．状況即応モデル

フィードラー（Fiedler,F.E.）は、リーダーシップが発揮されるかどうかは、状況によって異なると考え、状況即応モデル（contingency model of leadership）を提唱した。このモデルでは、LPCと呼ばれるリーダーの特性を図る基準を用いる。このLPC得点が高いほど人間関係を重視するリーダー（関係調整型：PM理論におけるM型に近い）であり、低い場合は作業効率を重視するリーダー（課題達成型：同P型に近い）となる。また、フィードラーは、リーダーにとって好ましい状況について、①成員からの支持があるなどリーダーと成員との情緒的関係が良好であること、②集団の目標や役割が明確であること、③リーダーの権限が大きいこと、の3点を挙げている。

そして、LPCの高いリーダー（関係調整型）の場合は、集団のコントロールが中程度（リーダー個人の意見が集団に強く影響を与え過ぎているわけでもなく、弱すぎるわけでもない状態）のとき、最も高いリーダーシップを発揮する。一方、LPCが低いリーダー（課題達成型）の場合は、集団を完全にコントロールしている、あるいは全くしていないときに高いリーダーシップを発揮するとしている。

また、他にもハーシィ（Hersey,P.）とブランチャード（Blanchard,K.H.）のSL理論（situational leadership theory）がある。これはリーダーの特性ではなくリーダーシップスタイルと呼ばれるリーダーの行動と、成員の成熟度が判断基準となる。成員が未成熟な場合は、指示的行動が強く協労的行動が弱いリーダーが良いリーダーとなる。成員の成熟度がやや未成熟な場合は、指示的行動と協労的行動の両方が強く発揮されると良いリーダー、やや成熟の場合は、指示的行動が低く協労的行動が強いときに良いリーダー、さらに成熟した成員は、指示的行動と協労的行動の両方が低いときに良いリーダーシップスタイルが発揮される。

[image: image5.emf]
図．状況即応モデル（晨永光彦：面白いほどよくわかる社会心理学 p.173 日本文芸社 2003による）

[image: image6.emf]
図．SL理論（晨永光彦：面白いほどよくわかる社会心理学 p.175 日本文芸社 2003による）
5．家族心理学

　家族とは、人間が育ち、人格形成をしていく過程において非常に重要な存在である。家族は、時代や文化によって変わりうる存在であり、「夫婦・親子・きょうだいなど、少数の近親者を主要な成員とし、成員相互の深い感情的かかわりあいで結ばれた、第一次的な幸福追求集団」（森岡、2000）と定義されるが、家族がどこまでかという判断は主観的によるところが大きく、家族を定義することも困難であると言われている。一方、世帯とは、「居住及び、あるいは生活、家計を共にする集団、あるいは独立した単身者（独居世帯）」を指す。つまり、他地域に暮らすきょうだいは家族であるが、別世帯となる。

　家族には、定位家族（family of orientation）、生殖家族（family of procreation）、核家族（nuclear family）、拡大家族（extended family）がある。定位家族とは、原家族と呼ばれ、子どもとして生まれ、育てられる家族であり、子どもにとって選択の余地のない運命的な家族である。生殖家族は、自らの選択により配偶者（パートナー）を得て形成する家族である。核家族とは、1組の夫婦とその子ども（未婚）からなる家族である。拡大家族は、拡張家族とも呼ばれ、親と、結婚した家族が同居する家族である。

　また、我々がもつ「家族とはかくあるべきというイメージ」「伝統的な家族イメージ」は、家族ステレオタイプと呼ばれる。しかし、世代によってあるべき家族、当たり前の家族は異なり、1960年代に核家族化が進んで以降、現代は単独世帯が増加しており、柔軟な家族イメージを持つことも重要である。

　家族心理学には、2つの側面がある。1つは、母子関係や夫婦関係、きょうだい関係といった家族関係、家族内コミュニケーションパターン、家族システムなどの家族に関するさまざまな変数の研究の側面である。もう1つは、児童虐待、ドメスティックバイオレンス（DV）、高齢者虐待などの家族間暴力、夫婦の離婚・再婚に伴う問題、ステップファミリー、一人親家庭、など家族支援が求められる臨床研究の側面である。ここでは、前者の家族心理学の側面に関連する用語の解説を行う。
　

　5－1．家族心理学に関する用語

（1）　一般システム理論（general system theory）

　生物学者のフォン—ベルタランフィ（von Bertalanffy,L.）によって提唱された理論であり、家族療法の基礎理論となっている。要素間の相互連関性、相互因果性を重視し、1つの統一体としてのシステムに共通して浮かび上がる法則を捉えようとする方法である。表面に現れた結果Bは特定の原因Aから生じると考える直線的因果律ではなく、原因Aと結果Bは相互に影響を与え合うという円環的因果律で問題を捉えるという家族システムの考え方の基礎となっている。

（2）　円環的因果論（circular causality）
　円環的因果論は、循環的因果論とも訳される。直線的因果論と対立する概念であり、家族システムの相互作用は、非直線的で円環的な性質を有していることを前提とする考え方である。ある人物の行動が次の人物の行動に影響を及ぼし、それが第3の人物に影響を与え、さらに最初の人物の行動に影響を及ぼしていく。例えば、過保護な母親と仕事が忙しく家庭に非協力的な父親と自立性に乏しい子どもの家族の場合。母親の過保護な態度が自立性に乏しい子どもの原因になっているかもしれないが、父親の非協力的な態度が母親の過保護な態度の原因になっているかもしれない。また、子どもの性格特性が自立性に乏しく、母親の過保護な態度はその結果として表れている可能性もある。

（3）　IP（Identified Patient）
　家族療法においては、クライエント個人ではなく、家族システムを援助単位とする。クライエント個人の症状や問題行動は、クライエント本人や家族成員に原因があるのではなく、その症状のお陰で家族のシステムの均衡が保たれているとみなす。それ故、症状や問題行動を抱えた家族成員を、「患者の役割を担わされた人」「患者であるとみなされた人」という意味でIPと呼び、歪んだ家族システムの犠牲であると考える。

（4）　システムズ・アプローチ（systems approach）

　事物をシステムととらえるアプローチ全般のことであり、家族療法では、家族関係に生じている現象を「原因－結果」の直線的因果律で捉えるのではなく、ある結果に対して1つの原因を特定することはせず、結果と見えることが原因になっているかもしれないし、原因と見えることが結果になっているかもしれないと考える円環的因果律に基づいて援助を行うことを指す。家族療法では、家族関係がIPの症状行動にどのような影響を及ぼしているかを理解しようとする。家族内の特定の人物を受容する個人療法と対比すれば、家族全体を1つのかけがえのない「システム」として受容するのがシステムズ・アプローチによる家族療法である。

（5）　ダブルバインド理論(double bind)

　統合失調症の発生因としてベイトソンら（Bateson,G.）が提唱した、家族内のコミュニケーションの病理に関する理論である。親が子どもに相矛盾する2つのメッセージを異なる水準で同時に送り、受け手の子どもはその矛盾を指摘したり、その場から逃げることが許されない拘束状況にくり返しさらされることを指す。ダブルバインドの状況は、

①2人以上の人間の間で、

②繰り返し経験され、

③最初の否定的な命令が出され、

④次にそれとは矛盾する第2の否定的な命令が、最初のものとは異なる水準で出され、

⑤そして、第3の命令はその矛盾する事態から逃げてはならないというものであり、

⑥そして、ついに、このような矛盾した形で「世界」が成立していると見るようになる。

の6つの要因からなる。

この概念は後に、実際にはダブルバインド状況はよく見られること、必ずしも統合失調症を発症しないことなどの批判がなされたが、ウィークランド（Weakland,J.）は、元々ダブルバインド理論はコミュニケーション行動と関係に関する一般理論を目指したもので統合失調症の理論ではなかったと説明している。

（6）　健康な家族（healthy family）
　健康な家族とは、家族を1つのシステムとみなし、その状態が健康であるか否かという評価から、健康な家族システムの構造を捉えることである。ウォルシュ（Walsh,F.）は、正常な家族の基準として、①症状のない家族、②最適に機能している家族、③平均的に機能している家族、④家族内の相互作用によって家族ライフサイクルに適応的に変化できる家族、の4つを挙げている。また、心理的に健康な家族とそうでない家族を明確にすることを目的に、健康な家族の概念モデルとして、ビーバーズシステムモデル、家族円環モデル、家族機能のマックマスターモデルなどが提唱されている。ビーバーズシステムモデルは、家族成員の自律性、明確な境界や両親連合などを指標とした適応性が高いほど、最適な家族を示す。家族円環モデルは、家族の凝集性と適応性の次元が適度に機能していて、バランスが取れている状態を健康度が高いとする。マックマスターモデルは、健康な家族は問題の所在に気付き、段階的にそれを解決でき、コミュニケーションは率直かつ明瞭であり、役割分担や責任の所在がはっきりしている。

しかし、これらのモデルは、アメリカの家族に基づいたものである。日本での健康な家族の研究では、家族成員間の心理的距離が近くまとまりが良いこと、特に夫婦の強い関係性や父親の家族への関わりの重要性、家族成員の相互性と個別性のバランス、明確なコミュニケーションなどの特徴が最適な家族機能として挙げられている。

（7）　ジェノグラム（genogram）

　ジェノグラムとは、家族構成図、家族関係を図示したものを指す。ジェノグラムの表記法は以下のようになっている。

	①男性は□、女性は〇。図形の中に年齢を記入する。

②IPは、□及び〇を二重線で書く。
③死亡した家族メンバーは、□及び〇の中に×を入れるか、■及び●のように黒く塗りつぶす。

④夫婦関係はコの字の実線、法律婚以外の特定の親密関係（同棲、内縁、事実婚など）は点線で表す。

⑤夫婦間の二重斜線は離婚、一本斜線は別居を表す。

⑥きょうだい関係は、両親の間の線から同胞の数だけ実線の垂線を下ろし、長子から順に左側から記入する。双子は両親の間の線につながる1点2つの線（斜めの線）を下ろす。養子は親子関係のところが点線になる。

⑦妊娠は小さな三角形で表し、下に妊娠期間を記入する。



[image: image7]
図．ジェノグラムの表記例

（8）　家族ライフサイクル（family life cycle）

　エリクソン（Erikson,E.H.）のライフサイクル論はよく知られているが、家族の発達段階に関しては、カーターとマクゴルドリック（Carter ＆ McGoldrick）の6段階に分けた家族ライフサイクル論がある。

[image: image8.emf]
図．カーターとマクゴルドリックの家族ライフサイクル（佐藤宏平：心理学のエッセンス p.263 日本評論社 2016による）
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